
誰一人取り残さないデジタル社会の実現に向けて
民間のIT人材獲得に、ダイレクト採用を積極活用

デジタル庁について

2021年9月1日に施行された「デジタル社会形成基本

法」ならびに「デジタル庁設置法」に基づいて発足し

た官民融合の行政組織。目指すデジタル社会を実現す

るために「デジタル化による成長戦略」「医療・教

育・防災・こども等の準公共分野のデジタル化」「デ

ジタル化による地域の活性化」「誰一人取り残されな

いデジタル社会」「デジタル人材の育成・確保」

「DFFT（Data Free Flow with Trust：信頼性のある

自由なデータ流通）の推進をはじめとする国際戦略」

という6つの分野で施策を展開しています。

目標

高度IT人材の獲得

職員 業種

730名

※2022 年4月時点

行政機関

所在地 エリア

日本、東京 日本国内

デジタル庁が2020年に民間人材を募った第一

期の公募では35名の採用に対して1,432人の応

募がありました。しかし2021年の発足以降、

公募を重ねるごとに転職候補者たちの注目も薄

れ始めてきたといいます。

そうした中、優秀なIT人材の獲得を目指すデジ

タル庁では、2022年10月頃からダイレクト採

用を実践。世界最大のプロフェッショナルネッ

トワークであるLinkedInを始めとするプラット

フォームを、積極的に活用しています。

デジタル庁は、日本のデジタル社会実現の司令

塔として、600人規模の組織としてスタート。

当初から民間の専門人材を登用するべく、発足

前の2020年12月から公募を開始すると、応募

者が殺到。発足時の職員約600人のうち、約

200人をIT企業やコンサルティングファームな

ど多様な経歴を持った民間人材が占めています。

国や地⽅公共団体、民間事業者などの関係者と

連携して社会全体のデジタル化を推進する取組

を牽引するデジタル庁では、常に膨大な数のプ

ロジェクトが進行。発足から2年を経た現在も、

優秀なIT人材の獲得が求められています。

目的

進行中の膨大なプロジェクトに合わせて人材を募集



デジタル活用で一人ひとりの幸せを実現するために

デジタル庁が実現を目指す「デジタル社会」は、日本経済の

持続的かつ健全な発展と、国民の幸福な生活の実現に寄与す

ることを目的としています。

誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化を志すデジタ

ル庁では、活動の羅針盤となる「重点計画」を策定。

「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程

表」に沿って2024年6月までを目途にアナログ規制を一掃し

ていくことをはじめ、急速に進歩・普及するAIへの対応、

Web3.0の推進など、さまざまな政策に取り組んでいます。

【デジタル社会の実現に向けた重点計画の概要】

● デジタルにより目指す社会と6つの姿

 ↓

● デジタル社会の実現に向けた理念・原則（5項目）

 ↓

● 戦略として取り組む政策群（7項目）

 ◆国際戦略の推進

 ◆急速なAIの進歩・普及を踏まえた対応

 ◆Web3.0の推進 など

 ↓

● 重点的な取り組み（10項目）

 ◆デジタル技術を活用するためのルールを整える

 ◆官民でデータ連携の基盤を整備する

 ◆準公共分野のデジタルサービスを拡充する など

 ↓

● 各分野の施策（6項目）

 ◆産業のデジタル化

 ◆デジタル社会のライフスタイル・人材 など

解決策

「公募をかけて待つ採用」と「ダイレクト採用」の両輪で優秀人材を確保

「行政DX」という未開拓の分野に挑む、熱意ある

プロフェッショナルの獲得を目指す

国や地⽅公共団体、および医療や教育などの準公共分野にお

けるDXは、いわば未開拓の分野です。

日本の未来に貢献できるやり甲斐の多い仕事ですが、その内

容は非常にチャレンジングでもあります。

加えて、デジタル庁は発足3年目の若い組織です。未開拓の行

政DXを推進するにあたって「何をどうするべきか」戸惑う場

面も散見されるといいます。

新たに中途入庁される民間専門人材についても、これまでに

得た「スキル」や「経験」だけではなく、国に対する「貢献

意識」や自分で道を切り拓くという「熱意」が重要になると

いいます。

優秀な民間専門人材を獲得するために欠かすことが

できない「ダイレクト採用」の実践

国内のIT人材不足が叫ばれる中、「待つだけの採用では、望

む人材を得ることは難しい。ダイレクト採用を併用すること

が不可欠だ」とデジタル庁 人事採用担当の斎藤 正樹 氏は言

います。

そして2022年にはダイレクト採用を実施するプラットフォー

ムの調達を実施。利用を開始した複数のプラットフォームを

非常に積極的に活用しています。

その1つであるLinkedInについて斎藤 氏は「私自身2011年頃

から人材採用に活用してきたプラットフォームです。優秀人

材のダイレクト採用を行う上で、欠かすことのできない選択

肢だと実感している」と話しています。



齋藤 正樹 氏
シニアエキスパート（人材採用）

「国内のIT人材は不足しています。

優秀な人材を獲得するには、公募

をかけて待つだけでは不十分です。

こちらから積極的に声をかけて人

材を獲得する『ダイレクト採用』

を併せて実践することが欠かせま

せん。

LinkedInはそうした採用活動には

欠かせない選択肢の1つです」

優秀な民間人材を獲得するために

ダイレクトな採用活動を積極的に実施

LinkedInユーザーへ送信したスカウトメッセージ
の開封率は85％に達しています

世界最大のプロフェッショナルネットワークであるLinkedInでは、
ユーザーの多くが新しいチャンスに興味を持っています

85%

スキルや経験・モチベー

ションの高い人材と接触

LinkedInには、多種多様な経歴を持

つプロフェッショナルが集っていま

す。プロフィールを丁寧に書き込む

転職候補者も多く、望む人材と出会

うことが比較的容易です。また、ス

カウトメッセージに返信した転職候

補者と直にコミュニケーションする

ことで、各人の人柄やモチベーショ

ンなどを把握することが可能です。

ダッシュボードの活用で

採用活動データを可視化

LinkedInを通じた採用活動には、デ

ジタルならではの利便性があります。

たとえば会社・団体のページを閲

覧・フォローした転職候補者の人数

はもちろん、所属や国、流入経路

（オーガニック検索か否か）など、

さまざまなデータを一目で把握。よ

り効率的な採用活動に向けて、的確

に改善を重ねることが可能です。

LinkedInの特徴

多彩な人材が集う世界最大のプロフェッショナルネットワーク

積極的にスカウト活動を行う

ことが採用成功率向上の鍵

人材採用のエキスパートとして、前職でも

LinkedInを活用していたという斎藤 氏は

「提供されているスカウトメッセージの通

数は確実に使い切ってきている」と振り返

ります。「月に何通送信する、といったノ

ルマは設定していませんが、かなりのペー

スで発信していることは確かです。

LinkedInには、優れたキャリアを持つIT人

材がかなり多く見受けられますから」

https://www.linkedin.com/in/masakis/
https://www.linkedin.com/in/masakis/
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